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平成 16 年３月期   個別財務諸表の概要              平成 16 年５月 21 日 

上場会社名 株式会社 百五銀行                    上場取引所  東・名 

コード番号  ８３６８                                 本社所在都道府県  

（ＵＲＬ  http://www.hyakugo.co.jp/ ）              三重県 

代  表  者 役職名 取 締 役 頭 取    氏名  前田  肇 

問合せ先責任者 役職名 企画ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 氏名 伊藤 歳恭 ＴＥＬ (059)227－2151 

決算取締役会開催日 平成 16 年５月 21 日             中間配当制度の有無    有 

定時株主総会開催日 平成 16 年６月 29 日             単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 16 年３月期の業績(平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日) 
(1)経営成績                                    （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％
16 年３月期 
15 年３月期 

76,401 
73,307 

 4.2
△ 6.0

8,450
4,788

76.5
 3.6

6,045 
2,124 

 184.6
△ 22.6

 
 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜 在 株 式 調 整 後

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

株 主 資 本

当 期 純 利 益 率
経 常 収 支 率 預 金 残 高

 円 銭 円 銭 ％ ％ 百万円

16 年３月期 
15 年３月期 

23.10 
8.00 

23.05
－

3.1
1.1

88.9 
93.5 

3,214,018
3,227,736

(注) ①期中平均株式数     16 年３月期 260,388,037 株    15 年３月期 261,594,973 株 
② 会計処理の方法の変更 無 
③ 経常収支率＝経常費用／経常収益×100 

     ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配当率 

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

16 年３月期 
15 年３月期 

5.00
5.00

2.50 
2.50 

2.50
2.50

1,302
1,306

21.6 
62.5 

0.6
0.7

 
(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率
１株当たり 

株主資本 

自己資本比率 

（国内基準） 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

16 年３月期 
15 年３月期 

3,635,774 
3,641,486 

202,323
182,144

5.6
5.0

776.75 
699.48 

<速報値> 9.57
9.27

(注) ①期末発行済株式数   16 年３月期 260,433,316 株 15 年３月期 260,355,188 株 
     ②期末自己株式数     16 年３月期   791,684 株 15 年３月期   869,812 株 
 
２．17 年３月期の業績予想(平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
経常収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

36,500 
73,700 

4,000
10,800

2,400
6,400

2.50 
―  

―   
2.50 

― 
5.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 24 円 57 銭 

  ※ 上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料７ページをご参照下さい。 
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貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ） 
 

（単位：百万円） 

科          目 平成16年３月期末 平成15年３月期末 増 減 額 

（ 資 産 の 部 ）    

現 金 預 け 金  129,473 244,730 △ 115,257

現 金  44,329 47,326 △ 2,997

預 け 金  85,144 197,403 △ 112,259

コ ー ル ロ ー ン  8,389 12,723 △ 4,333

買 入 手 形  20,000 ―  20,000

買 入 金 銭 債 権  69,360 69,935 △ 575

商 品 有 価 証 券  884 1,676 △ 791

商 品 国 債  884 1,676 △ 791

金 銭 の 信 託  6,027 5,801  225

有 価 証 券  1,326,576 1,192,709  133,866

国 債  299,702 277,875  21,827

地 方 債  201,212 208,923 △ 7,710

社 債  267,841 266,499  1,341

株 式  120,104 80,999  39,105

そ の 他 の 証 券  437,715 358,412  79,303

貸 出 金  1,990,290 2,027,957 △ 37,666

割 引 手 形  33,132 37,142 △ 4,010

手 形 貸 付  233,891 284,059 △ 50,168

証 書 貸 付  1,345,169 1,327,037  18,132

当 座 貸 越  378,097 379,718 △ 1,620

外 国 為 替  439 3,383 △ 2,944

外 国 他 店 預 け  184 2,883 △ 2,699

買 入 外 国 為 替  7 68 △ 60

取 立 外 国 為 替  247 432 △ 184

そ の 他 資 産  34,641 28,315  6,326

前 払 費 用  0 1 △ 0

未 収 収 益  8,578 7,237  1,341

金 融 派 生 商 品  5,390 173  5,217

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失  5,443 7,627 △ 2,183

社 債 発 行 差 金  0 0 △ 0

そ の 他 の 資 産  15,228 13,275  1,953

動 産 不 動 産  32,866 34,084 △ 1,218

土 地 建 物 動 産  31,883 31,348  535

建 設 仮 払 金  69 1,782 △ 1,713

保 証 金 権 利 金  912 953 △ 41

繰 延 税 金 資 産  ― 484 △ 484

支 払 承 諾 見 返  55,621 63,867 △ 8,245

貸 倒 引 当 金 △ 38,796 △ 44,184  5,387

資 産 の 部 合 計  3,635,774 3,641,486 △ 5,712

(注)   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 （ 負債及び資本の部 ） 
 

（単位：百万円） 

科          目 平成16年３月期末 平成15年３月期末 増 減 額 

（ 負 債 の 部 ）    

預 金  3,214,018 3,227,736 △ 13,718

当 座 預 金  101,255 96,440  4,814

普 通 預 金  1,258,619 1,211,250  47,368

貯 蓄 預 金  92,599 95,656 △ 3,056

通 知 預 金  13,267 15,378 △ 2,111

定 期 預 金  1,656,674 1,723,724 △ 67,049

定 期 積 金  5,542 13,859 △ 8,317

そ の 他 の 預 金  86,059 71,426  14,632

譲 渡 性 預 金  68,763 72,406 △ 3,643

コ ー ル マ ネ ー  ― 2,721 △ 2,721

借 用 金  18,073 16,144  1,928

借 入 金  18,073 16,144  1,928

外 国 為 替  139 30  109

売 渡 外 国 為 替  139 25  114

未 払 外 国 為 替  ― 4 △ 4

社 債  8,983 10,217 △ 1,233

そ の 他 負 債  45,453 56,088 △ 10,634

未 払 法 人 税 等  ― 1,568 △ 1,568

未 払 費 用  2,657 3,288 △ 631

前 受 収 益  1,991 1,908  82

給 付 補 て ん 備 金  14 130 △ 116

金 融 派 生 商 品  6,153 7,734 △ 1,580

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益  634 ―  634

そ の 他 の 負 債  34,002 41,457 △ 7,454

賞 与 引 当 金  453 470 △ 16

退 職 給 付 引 当 金  6,045 6,272 △ 227

繰 延 税 金 負 債  12,526 ―  12,526

再評価に係る繰延税金負債  3,372 3,388 △ 16

支 払 承 諾  55,621 63,867 △ 8,245

負 債 の 部 合 計  3,433,450 3,459,342 △ 25,891

    

（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金  20,000 20,000  ―

資 本 剰 余 金  7,564 7,557  6

資 本 準 備 金  7,557 7,557  ―

そ の 他 資 本 剰 余 金  6 ―  6

自 己株式処分差益  6 ―  6

利 益 剰 余 金  119,326 114,589  4,737

利 益 準 備 金  17,377 17,377  ―

任 意 積 立 金  95,014 94,414  600

行 員退職給与基金  310 310  ―

別 途 積 立 金  94,704 94,104  600

当 期 未 処 分 利 益  6,935 2,797  4,137

土 地 再 評 価 差 額 金  5,037 5,061 △ 23

その他有価証券評価差額金  50,752 35,320  15,432

自 己 株 式 △ 357 △ 384  26

資 本 の 部 合 計  202,323 182,144  20,179

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  3,635,774 3,641,486 △ 5,712

(注)   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損  益  計  算  書 
 

 

 （単位：百万円） 

科 目 平成16年３月期 平成15年３月期 増 減 額 

経 常 収 益  76,401 73,307  3,093 

資 金 運 用 収 益  63,284 60,201  3,082 

貸 出 金 利 息  39,731 39,735 △ 4 

有価証券利息配当金  22,658 19,849  2,809 

コ ー ル ロ ー ン 利 息  276 294 △ 17 

買 入 手 形 利 息  0 1 △ 0 

預 け 金 利 息  0 0 △ 0 

そ の 他 の 受 入 利 息  617 319  297 

役 務 取 引 等 収 益  10,044 8,868  1,175 

受 入 為 替 手 数 料  4,118 4,076  42 

そ の 他 の 役 務 収 益  5,925 4,792  1,132 

そ の 他 業 務 収 益  555 1,873 △ 1,318 

商品有価証券売買益  21 91 △ 69 

国 債 等 債 券 売 却 益  506 1,772 △ 1,266 

金 融 派 生 商 品 収 益  22 ―  22 

そ の 他 の 業 務 収 益  4 9 △ 5 

そ の 他 経 常 収 益  2,517 2,363  154 

株 式 等 売 却 益  1,399 1,925 △ 525 

金 銭 の 信 託 運 用 益  113 ―  113 

そ の 他 の 経 常 収 益  1,004 438  566 

経 常 費 用  67,951 68,519 △ 568 

資 金 調 達 費 用  5,160 5,894 △ 734 

預 金 利 息  1,482 1,844 △ 361 

譲 渡 性 預 金 利 息  15 18 △ 3 

コ ー ル マ ネ ー 利 息  21 116 △ 95 

債券貸借取引支払利息  0 ―  0 

借 用 金 利 息  279 4  274 

社 債 利 息  656 691 △ 34 

社 債 発 行 差 金 償 却  ――― 0 △ 0 

金利スワップ支払利息  2,705 3,027 △ 321 

そ の 他 の 支 払 利 息  0 191 △ 191 

役 務 取 引 等 費 用  3,254 2,942  311 

支 払 為 替 手 数 料  758 731  27 

そ の 他 の 役 務 費 用  2,495 2,211  284 

そ の 他 業 務 費 用  3,167 2,734  432 

外 国 為 替 売 買 損  2,193 1,527  665 

国 債 等 債 券 売 却 損  959 ―  959 

国 債 等 債 券 償 還 損  ― 510 △ 510 

国 債 等 債 券 償 却  10 147 △ 137 

社 債 発 行 費 償 却  ― 49 △ 49 

金 融 派 生 商 品 費 用  ― 492 △ 492 

そ の 他 の 業 務 費 用  4 8 △ 3 

営 業 経 費  40,176 42,468 △ 2,291 

そ の 他 経 常 費 用  16,191 14,478  1,713 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  12,985 7,160  5,825 

貸 出 金 償 却  0 ―  0 

株 式 等 売 却 損  128 308 △ 180 

株 式 等 償 却  42 5,454 △ 5,411 

金 銭 の 信 託 運 用 損  60 884 △ 824 

そ の 他 の 経 常 費 用  2,974 670  2,304 

経 常 利 益  8,450 4,788  3,662 



株式会社  百 五 銀 行 

 －31－

 
 （単位：百万円） 

科 目 平成16年３月期 平成15年３月期 増 減 額 

特 別 利 益  2,185 32  2,152 

動 産 不 動 産 処 分 益  18 31 △ 12 

償 却 債 権 取 立 益  3 0  2 

そ の 他 の 特 別 利 益  2,162 ―  2,162 

特 別 損 失  251 392 △ 141 

動 産 不 動 産 処 分 損  251 392 △ 141 

税 引 前 当 期 純 利 益  10,384 4,428  5,956 

法人税、住民税及び事業税  1,676 3,816 △ 2,140 

法 人 税 等 調 整 額  2,663 △ 1,511  4,174 

当 期 純 利 益  6,045 2,124  3,921 

前 期 繰 越 利 益  1,516 2,025 △ 508 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額  23 175 △ 151 

自 己 株 式 消 却 額  ― 870 △ 870 

中 間 配 当 額  651 656 △ 5 

当 期 未 処 分 利 益  6,935 2,797  4,137 

(注)   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 

利 益 処 分 計 算 書 案 
 

 

（単位：百万円） 

科 目 平成16年３月期 平成15年３月期 増 減 額 

当 期 未 処 分 利 益 6,935 2,797  4,137 

利 益 処 分 額 4,681 1,280  3,400 

配 当 金 （1株につき2円50銭） 651 （1株につき2円50銭） 650  0 

役 員 賞 与 金 30 30  ― 

（うち監査役賞与金） （   5） （   5） （     ―）

任 意 積 立 金 4,000 600  3,400 

別 途 積 立 金 4,000 600  3,400 

次 期 繰 越 利 益 2,254 1,516  737 

(注)   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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重  要  な  会  計  方  針 
 

〔平成16年３月期〕 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

    商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式については

移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法によ

り行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

    (2)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価

法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

    デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

    (1)動産不動産 

動産不動産は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建      物 ： 15年～50年 

動      産 ：  4年～15年 

    (2)ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。 

５．繰延資産の処理方法 

    社債発行差金は、償還期限までの期間に対応して償却しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監

査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下｢業種別監査委員会報告第25号｣という。）によ

る経過措置を適用しておりましたが、当事業年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通

貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しており

ます。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、「９．ヘッジ会計の方法」に記載しております。 

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時価評価し、正味の債権及び

債務を貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「未払費用」は13百万円減少、「その他の資産」

は132百万円減少し、その他資産中の「金融派生商品」は120百万円増加、「繰延ヘッジ利益」は1百万円増加しておりま

す。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。 

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他の資産」又は「その他の負債」で

純額表示しておりましたが、当事業年度からは、業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するとともに、その他

資産及びその他負債中の「金融派生商品」に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較



株式会社  百 五 銀 行 

 －33－

して、「その他の資産」は3,722百万円減少し、その他資産中の「金融派生商品」は4,162百万円増加、その他負債中の「金

融派生商品」は440百万円増加しております。 

７．引当金の計上基準 

    (1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者に係る

債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して

おります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務

者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

    (2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属

する額を計上しております。 

    (3)退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであり

ます。 

過 去 勤 務 債 務 ： その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（3年）による定額法により損

益処理。 

数理計算上の差異 ： 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理。 

（追加情報） 

当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年４月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けました。 

当行は、｢退職給付会計に関する実務指針（中間報告）｣（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47－2

項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅し

たものとみなして会計処理しております。これに伴い、当事業年度において2,162百万円を特別利益に計上しており

ます。 

当事業年度末における返還相当額は11,802百万円であります。 

８．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっております。 
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９．ヘッジ会計の方法 

(イ)金利リスク・ヘッジ 

（追加情報） 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前事業年度は｢銀

行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当事業年

度からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグ

ルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ

ジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成15年度から８年

間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。 

なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は5,069百万円であります。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前事

業年度は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用しておりましたが、当事業年度からは、同報告の本則規

定に基づき資金調達通貨(邦貨)を資金運用通貨(外貨)に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等については、ヘッジ会計を適用しております。 

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ

とを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 

なお、一部の資産・負債については、包括ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

 

表 示 方 法 の 変 更 

 

〔平成16年３月期〕 

（損益計算書関係） 

社債発行差金の償却額は、従来、「社債発行差金償却」として区分掲記しておりましたが、「銀行法施行規則の一部を改正

する内閣府令」（平成16年内閣府令第40号）により、銀行法施行規則別紙様式が改正されたことに伴い、当事業年度からは

「社債利息」に含めて表示しております。 
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注  記  事  項 

 

〔平成16年３月期〕 

（貸借対照表関係） 

１．子会社の株式総額   110百万円 

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券は該当ありません。 

使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は該当ありません。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は5,545百万円、延滞債権額は54,869百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収

利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに

掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は438百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は36,109百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延

滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は96,963百万円であります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為

替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は33,139百万円であり

ます。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券      86,044百万円 

担保資産に対応する債務 

預金          15,438百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保等として、有価証券58,813百万円を差し入れております。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約
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に係る融資未実行残高は、総合口座における当座貸越の融資未実行残高395,095百万円を含め、835,016百万円でありま

す。 

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが833,516百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保

全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで

きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて預金・不動産・有価証券等の担保を徴求する

ほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 

１０．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額に

ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再  評  価  を  行  っ  た  年  月  日      平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法      

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平

成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正、不整形地補正等の合理的な

調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額         6,325百万円 

１１．動産不動産の減価償却累計額                35,694百万円 

１２．動産不動産の圧縮記帳額                     5,385百万円 

                        （当事業年度圧縮記帳額      ―百万円） 

１３．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金17,000百万円が含まれて

おります。 

１４．会社が発行する株式の総数      普通株式    396,000千株 

      発行済株式総数                普通株式    261,225千株 

１５．商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、50,847百万円であります。 

１６．会社が保有する自己株式の数   普通株式       791千株   

１７．取締役及び監査役に対する金銭債権総額       460百万円 

 

（損益計算書関係） 

１．「その他の経常費用」には、延滞債権等を売却したことによる損失2,762百万円を含んでおります。 

２．「その他の特別利益」は、厚生年金基金の代行部分の返上に伴う利益であります。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは該当ありません。 
 

（税効果会計関係） 

平 成 1 6 年 ３ 月 期 平 成 1 5 年 ３ 月 期 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳 

 繰延税金資産    繰延税金資産   

  貸倒引当金損金算入限度超過額 13,608 百万円  貸倒引当金損金算入限度超過額 14,824 百万円 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 2,614   退職給付引当金損金算入限度超過額 3,227  

  有価証券償却超過額 3,510   有価証券償却超過額 4,082  

  減価償却損金算入限度超過額 872   減価償却損金算入限度超過額 863  

  繰延資産償却損金算入限度超過額 643   繰延資産償却損金算入限度超過額 636  

  その他  473   その他  619  

 繰延税金資産小計  21,722  繰延税金資産小計  24,253  

 評価性引当額 △ 272  評価性引当額 △ 123  

 繰延税金資産合計  21,450  繰延税金資産合計  24,129  

 繰延税金負債   繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 △ 33,976   その他有価証券評価差額金 △ 23,645  

 繰延税金負債合計 △ 33,976  繰延税金負債合計 △ 23,645  

 繰延税金資産（負債）の純額 △ 12,526 百万円 繰延税金資産（負債）の純額  484 百万円 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主な項目別の内訳 

法定実効税率  41.41 ％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

 
2.92

 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 △ 5.72

 

住民税均等割等  1.17  

税率変更による期末繰延税金
資産の減額修正 

 12.05
 

その他  0.20  

 

当該差異が法定実効税率の 5/100以下のため、記載して
おりません。 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

 52.03 ％ 

 ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正額 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３月

法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後開始する事業年度より当行の法人事業

税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等

の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部

は、利益に関連する金額を課税標準とする税金には該当

しないことになります。 

この変更に伴い、当行の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する平成16年度以降の法定実効税率

は、当事業年度の41.41％から40.10％となり、「繰延

税金資産」は533百万円減少し、当事業年度に計上され

た「法人税等調整額」は533百万円増加しております。

「再評価に係る繰延税金負債」は110百万円減少し、「土

地再評価差額金」は同額増加しております。また、「そ

の他有価証券評価差額金」は772百万円増加しておりま

す。 
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役  員  の  異  動 
（平成16年６月29日付） 

 
     （      ）内は現職 

 

 

（1） 新任監査役候補 

常勤監査役 

                 やま  かわ    あき のぶ 

           山  川   明  伸   （資金運用グループマネージャー兼市場企画チームリーダー） 

 

     （2） 退任予定監査役 

                  き  むら    よし ふみ 

           木  村   善 文   （常勤監査役） 
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＜  略  歴  ＞ 

 

   〔新任監査役候補〕 

 

                  やま かわ    あき のぶ 

           山  川   明  伸   (昭和24年２月８日生) 

 

昭和 46年 ４月   百五銀行入行 

平成 ６年 １月   桔梗が丘支店長 

平成 ８年 ７月   白子支店長 

平成 10年 ６月   上野支店長 

平成 11年 ６月   お客さまグループマネージャー 

平成 12年 ４月   営業本部事務局マネージャー 

平成 13年 ６月   名古屋支店長 

平成 14年 ４月   東京営業部長兼東京事務所長 

平成 15年 ６月   資金運用グループマネージャー兼市場企画チームリーダー、現在に至る 
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Ⅰ  平成１６年３月期 決算の概況 

1. 損益状況 

【単体】                                                                                    (単位：百万円) 

 
 平成 1 ６年３月期

平成１５年３月期比 
平成 1 ５年３月期

業 務 粗 利 益 1  62,310 2,897    59,413  

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 2 (  62,773 ) ( 4,475 ) (  58,298 )

国 内 業 務 粗 利 益 3 54,379 △ 412    54,791  

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 4 ( 54,535 ) ( 1,059 ) (  53,475 )

資 金 利 益 5 47,814 △ 159    47,974  

役 務 取 引 等 利 益 6 6,689 854    5,835  

そ の 他 業 務 利 益 7 △ 125 △ 1,106    981  
 

（ う ち 国債等債券損益） 8 ( △ 156 ) ( △ 1,471 ) (  1,315 )

国 際 業 務 粗 利 益 9 7,931 3,309    4,621  

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 10 ( 8,238 ) ( 3,416 ) (  4,822 )

資 金 利 益 11 10,318 3,944    6,374  

役 務 取 引 等 利 益 12 100 9    90  

そ の 他 業 務 利 益 13 △ 2,487 △ 644   △ 1,842  

 

 

（ う ち 国債等債券損益） 14 ( △ 307 ) ( △ 106 ) ( △ 200 )

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 15 40,851 △ 1,057    41,908  

人 件 費 16 22,499 △ 856    23,356  

物 件 費 17 16,784 △ 147    16,931   

税 金 18 1,567 △ 53    1,620  

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 19 21,459 3,954    17,504  

 除く国債等債券損益（５勘定尻） 20 21,922 5,532    16,389  

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 21 4,316 3,790    525  

業 務 純 益 22 17,143 163    16,979  

 うち国債等債券損益（５勘定尻） 23 △ 463 △ 1,578    1,115  

臨 時 損 益 24 △ 8,683 3,465   △ 12,149  

② 不 良 債 権 処 理 額 25 11,432 3,928    7,503  

貸 出 金 償 却 26 0 0    －   
 
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27 8,668 1,634    7,034  

 債 権 等 売 却 損 28 2,762 2,293    469  

③特定海外債権引当勘定繰入 29 － 399   △ 399  

（貸倒償却引当費用①＋②＋③） 30 15,748 8,119    7,629  

株 式 等 関 係 損 益 31 1,228 5,066   △ 3,838  

株 式 等 売 却 益 32 1,399 △ 525    1,925  

株 式 等 売 却 損 33 128 △ 180    308   

株 式 等 償 却 34 42 △ 5,411    5,454  

 

そ の 他 臨 時 損 益 35 1,520 2,727   △ 1,207  

経 常 利 益 36 8,450 3,662    4,788  

特 別 損 益 37 1,934 2,294  △ 360 

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益 38 △ 232 128  △ 360 

動 産 不 動 産 処 分 益 39 18 △ 12   31 

 

 

 
 

 動 産 不 動 産 処 分 損 40 251 △ 141   392 

 うち厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 41 2,162 2,162   － 

税 引 前 当 期 純 利 益 42 10,384 5,956   4,428 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 43 1,676 △ 2,140   3,816 

法 人 税 等 調 整 額 44 2,663 4,174  △ 1,511 

当 期 純 利 益 45 6,045 3,921   2,124 
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【連結】                                                                                    (単位：百万円) 

 
 平成 1 ６年３月期

平成１５年３月期比 
平成 1 ５年３月期

連 結 粗 利 益 1  64,767 3,089  61,678 

資 金 利 益 2 57,953 3,868  54,085 

役 務 取 引 等 利 益 3 6,998 900  6,098  

そ の 他 業 務 利 益 4 △ 184 △ 1,679  1,495 

営 業 経 費 5 41,118 △ 2,223  43,342 

貸 倒 償 却 引 当 費 用 6 15,912 7,943  7,968 

貸 出 金 償 却 7 211 34  176 

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8 8,745 1,518  7,226 

債 権 等 売 却 損 9 2,762 2,293  469 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10 4,193 3,697  496 

 

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 繰 入 11 － 399 △ 399 

株 式 等 関 係 損 益 12 1,228 5,066 △ 3,838 

そ の 他 13 789 1,499 △ 709 

経 常 利 益 14  9,754 3,935  5,819 

特 別 損 益 15 1,896 2,309 △ 413 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 16 11,650 6,245  5,405 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 17  2,277 △ 2,026  4,304 

法 人 税 等 調 整 額 18 2,659 4,245 △ 1,586 

少 数 株 主 利 益 19 435 69  365 

当 期 純 利 益 20 6,278 3,957  2,321 

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用） 

＋（その他業務収益－その他業務費用） 

 

（ご参考）                                                                                  (単位：百万円) 
連 結 業 務 純 益 18,794 350  18,444 

（注）連結業務純益＝連結粗利益（金銭の信託見合費用控除後）－営業経費（除く臨時分）－一般貸倒引当金繰入額 

 

（連結対象会社数）                                                                            (単位：社) 

連結子会社数 8 － 8 

持分法適用会社数 － － － 

 

 

2. 業務純益【単体】 

(単位：百万円) 

 
 平成 1 ６年３月期

平成１５年３月期比 
平成 1 ５年３月期

(1)  業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 21,459 3,954 17,504 

 職 員 一 人 当 た り ( 千 円 ) 9,005 1,926 7,078 

(2)  業務純益 17,143 163 16,979 

 職 員 一 人 当 た り ( 千 円 ) 7,193 328 6,865 
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3. 利  鞘【単体】 

(単位：％) 

 
 平成 1 ６年３月期

平成１５年３月期比 
平成 1 ５年３月期

(1)  資金運用利回（Ａ） 1.83 0.05 1.78 

 (ｲ) 貸 出 金 利 回 (Ｂ) 1.99 0.04 1.95 

 (ﾛ) 有 価 証 券 利 回  1.84 0.03 1.81 

(2)  資金調達原価（Ｃ） 1.37 △ 0.09 1.46 

 (ｲ)  預 金 等 原 価 (Ｄ) 1.27 △ 0.06 1.33 

 預 金 等 利 回  0.04 △ 0.01 0.05 
 
(ﾛ)  外 部 負 債 利 回  1.58 △ 0.34 1.92 

(3)  総資金利鞘（Ａ）－（Ｃ） 0.46 0.14 0.32 

全

店 

(4)  預貸金利鞘（Ｂ）－（Ｄ） 0.72 0.10 0.62 

 (5)  資金運用利回<国内>（ａ） 1.54 △ 0.04 1.58 

 (ｲ) 貸 出 金 利 回 < 国 内 > (ｂ) 1.99 0.04 1.95 

 (ﾛ) 有価証券利回 <国内 >  1.49 △ 0.10 1.59 

(6)  資金調達原価<国内>（ｃ） 1.35 △ 0.07 1.42 

   預 金 等 原 価 < 国 内 > (ｄ) 1.24 △ 0.06 1.30 

  預 金 等 利 回 < 国 内 >  0.03 △ 0.02 0.05 

国

内

業

務

部

門 

(7)  総資金利鞘<国内>（ａ）－（ｃ） 0.19 0.03 0.16 

 (8)  預貸金利鞘<国内>（ｂ）－（ｄ） 0.75 0.10 0.65 

 

4. 国債等債券損益【単体】 

(単位：百万円) 

 
 平成 1 ６年３月期

平成１５年３月期比 
平成 1 ５年３月期

国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） △ 463 △ 1,578  1,115 

 売 却 益 506 △ 1,266 1,772 

 償 還 益 － － － 

 売 却 損 959 959 － 

 償 還 損 － △ 510 510 

 償   却 10 △ 137 147 
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5. 自己資本比率 

（国内基準） 

【単体】                                                                                    (単位：百万円) 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 １ ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

(1)  自己資本比率 9.57 ％  0.30 ％ 9.27 ％

(2)  Ｔｉｅｒ  Ⅰ 145,852  4,770 141,081 

(3)  Ｔｉｅｒ  Ⅱ 32,414  2,061 30,352 

 
(ｲ) うち自己資本に計上された再 

評価差額 
3,784 △ 18 3,802 

 (ﾛ) うち劣後ローン（債券）残高 17,000  2,000 15,000 

(4)  控除項目 101  － 101 

 
他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額  
   

(5)  自己資本(2)＋(3)－(4) 178,165  6,832 171,332 

(6)  リスクアセット 1,860,708  12,760 1,847,947 

 

【連結】                                                                                    (単位：百万円) 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

(1)  自己資本比率 9.70 ％ 0.33 ％ 9.37 ％

(2)  Ｔｉｅｒ  Ⅰ 150,513  5,449 145,064 

(3)  Ｔｉｅｒ  Ⅱ 32,564 2,068 30,495 

 
(ｲ) うち自己資本に計上された再 

評価差額 
3,784 △ 18 3,802 

 (ﾛ) うち劣後ローン（債券）残高 17,000 2,000 15,000 

(4)  控除項目 101  － 101 

 
他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額  
    

(5)  自己資本(2)＋(3)－(4) 182,976  7,517 175,458 

(6)  リスクアセット 1,884,714  13,873 1,870,841 

 

＜ご参考＞（国際統一基準） 

(単位：％) 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

【単体】 11.40 0.89 10.51 

【連結】 11.51 0.91 10.60 

 

6. ＲＯＥ【単体】 

(単位：％) 

 
 平 成 1 ６ 年３月期

平 成 1 ５ 年 ３ 月 期 比 
平 成 １ ５ 年 ３ 月 期

業 務 純 益 ベ ー ス 8.91 △ 0.21 9.12 

当 期 純 利 益 ベ ー ス 3.14 2.00 1.14 
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Ⅱ  貸出金等の状況 

1. リスク管理債権の状況 

部分直接償却は実施しておりません。 

未収利息不計上基準（自己査定基準） 

【単体】                                                                                 （単位：百万円） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

破 綻 先 債 権 額 5,545 △ 8,088 13,634 

延 滞 債 権 額 54,869 △ 2,549 57,419 

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 438 △ 61 499 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 36,109 7,801 28,308 

リ

ス

ク

管

理

債

権 合      計 96,963 △ 2,898 99,862 

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 1,990,290 △ 37,666 2,027,957 

 

（単位：％） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

破 綻 先 債 権 額 0.27 △ 0.40 0.67 

延 滞 債 権 額 2.75 △ 0.08 2.83 

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0.02 － 0.02 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.81 0.42 1.39 

貸

出

金

残

高

比 合      計 4.87 △ 0.05 4.92 

 

【連結】                                                                                 （単位：百万円） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

破 綻 先 債 権 額 5,725 △ 8,074 13,799 

延 滞 債 権 額 55,469 △ 2,503 57,972 

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 559 △ 60 620 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 36,116 7,786 28,330 

リ

ス

ク

管

理

債

権 合      計 97,871 △ 2,852 100,723 

貸 出 金 等 残 高 （ 末 残 ） 1,992,856 △ 36,872 2,029,729 

 

（単位：％） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 １ ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

破 綻 先 債 権 額 0.28 △ 0.39 0.67 

延 滞 債 権 額 2.78 △ 0.07 2.85 

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0.02 △ 0.01 0.03 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.81 0.42 1.39 

貸

出

金

等

残

高

比 合      計 4.91 △ 0.05 4.96 
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2. 貸倒引当金の状況 

 

【単体】                                                                                （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

貸 倒 引 当 金 38,796 △ 5,387 44,184

 一 般 貸 倒 引 当 金 15,910 4,316 11,594

 個 別 貸 倒 引 当 金 22,886 △ 9,703 32,590

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 － － －

 

 

 

【連結】                                                                                （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

貸 倒 引 当 金 39,634 △ 5,438 45,072

 一 般 貸 倒 引 当 金 15,983 4,193 11,789

 個 別 貸 倒 引 当 金 23,650 △ 9,632 33,282

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 － － －

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 



株式会社  百 五 銀 行 

 －7－

 
3. 金融再生法開示債権 

 

【単体】                                                                                （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 17,161 △ 15,436 32,597

危 険 債 権 44,028 4,039 39,989

要 管 理 債 権 36,548 7,732 28,816

合         計 （ Ａ ） 97,738 △ 3,664 101,403

  

総   与   信 （ Ｂ ） 2,048,224 △ 46,181 2,094,405 

総与信に占める割合（Ａ）／（Ｂ）（％） 4.77 △ 0.07 4.84 

 

 

【連結】                                                                                （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 17,491 △ 15,294 32,785 

危 険 債 権 44,478 3,958 40,520 

要 管 理 債 権 36,676 7,717 28,958 

合         計 （ Ｃ ） 98,646 △ 3,619 102,265 

  

総   与   信 （ Ｄ ） 2,050,842 △ 45,397 2,096,239 

総与信に占める割合（Ｃ）／（Ｄ）（％） 4.81 △ 0.06 4.87 

 

4. 金融再生法開示債権の保全状況 

 

【単体】                                                                                （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

保      全      額 （ Ｅ ） 78,253 △ 9,241 87,495

 貸 倒 引 当 金 29,986 △ 7,288 37,275

 担 保 保 証 等 48,266 △ 1,952 50,219

（単位：％） 

保     全     率（Ｅ）／（Ａ） 80.06 △ 6.22 86.28

 

 

【連結】                                                                                 （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

保      全      額 （ Ｆ ） 79,094 △ 9,211 88,305

 貸 倒 引 当 金 30,803 △ 7,249 38,052 

 担 保 保 証 等 48,291 △ 1,961 50,253 

（単位：％） 

保     全     率（Ｆ）／（Ｃ） 80.17 △ 6.18 86.35
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5. 業種別貸出状況等 

① 業種別貸出金【単体】 （単位：百万円） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
1,990,290 △ 37,666 2,027,957

 製造業 343,187 △ 16,280 359,468

 農  業 2,362 △ 49 2,412

 林  業 5,953  75 5,877

 漁  業 4,398 △ 764 5,163

 鉱  業 3,436 △ 1,001 4,437

 建設業 109,429 △ 10,403 119,832

 電気・ガス・熱供給・水道業 22,289 △ 1,509 23,799

 情報通信業 19,902  196 19,706

 運輸業 75,013  6,127 68,886

 卸売・小売業 285,202 △ 19,756 304,958

 金融・保険業 69,638  2,290 67,347

 不動産業 135,112  11,170 123,942

 各種サービス業 241,016 △ 462 241,478

 地方公共団体 145,180 △ 39,608 184,789

 その他 528,168  32,309 495,858

 

② 業種別リスク管理債権【単体】 （単位：百万円） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
96,963 △ 2,898 99,862

 製造業 30,142  7,414 22,727

 農  業 188  47 141

 林  業 1,062  481 580

 漁  業 1,088 △ 240 1,328

 鉱  業 432  303 129

 建設業 10,908 △ 3,007 13,915

 電気・ガス・熱供給・水道業 －  － －

 情報通信業 271 △ 84 356

 運輸業 632 △ 750 1,383

 卸売・小売業 20,393 △ 10,230 30,623

 金融・保険業 1,356  1,327 28

 不動産業 8,548  827 7,720

 各種サービス業 17,207  949 16,258

 地方公共団体 －  － －

 その他 4,731  63 4,667

 

③ 消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末
消 費 者 ロ ー ン 残 高 483,502  36,241 447,261 

 うち  住宅ローン残高 384,674  47,830 336,844 

 うち  その他ローン残高 98,827 △ 11,589 110,416 

 

④ 中小企業等貸出比率【単体】 （単位：％） 

  平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 71.82  0.25 71.57 
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6. 国別貸出状況等 

① 特定海外債権残高【単体】 

該当ありません。 

 

② アジア向け貸出金【単体】 

該当ありません。 

 

③ 中南米主要諸国向け貸出金【単体】 

該当ありません。 

 

④ ロシア向け貸出金【単体】 

該当ありません。 

 

 

7. 預金、貸出金の残高【単体】 

 （単位：百万円） 

 
 

平 成 1 ６ 年 

３ 月 末 
平 成 1 ５ 年 ３ 月 末 比 

平 成 １ ５ 年 

３ 月 末 

預       金   （  末    残  ） 3,214,018 △ 13,718 3,227,736

              （  平    残  ） 3,223,437  36,704 3,186,732

貸   出   金  （  末    残  ） 1,990,290 △ 37,666 2,027,957

              （  平    残  ） 1,989,984 △ 38,287 2,028,271
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Ⅲ 有価証券の評価損益 

（１） 有価証券の評価基準 
売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理） 

満期保有目的の債券 償却原価法 

その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入） 

子会社株式及び関連会社株式 原価法 
 
（２） 評価損益 

 ※ 「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権、商品ファンド、「その他の資産」中の投資事業組合出資
金等も含めております。 

【単体】                                                                                 （単位：百万円） 
平成１６年３月末 平成１５年３月末 

評価損益 評価損益  

 平成15年３月末比 評価益 評価損  評価益 評価損 

満期保有目的 － △ 111 － － 111 147 35

子会社・関連会社株式 －  － － － － － －

その他有価証券 85,080  25,144 89,402 4,321 59,936 63,192 3,256

 株式 69,476  38,968 69,598 122 30,508 32,027 1,519

 債券 11,426 △ 14,784 14,263 2,837 26,210 26,640 430

 

 その他  4,178  960 5,539 1,361 3,217 4,524 1,307

合計 85,080  25,032 89,402 4,321 60,048 63,340 3,292

  株式 69,476  38,968 69,598 122 30,508 32,027 1,519

  債券 11,426 △ 14,880 14,263 2,837 26,306 26,736 430

  その他 4,178  944 5,539 1,361 3,233 4,576 1,342

（注）「その他有価証券」については、貸借対照表価額と取得原価との差額を計上しております。 
 
【連結】                                                                                 （単位：百万円） 

平成１６年３月末 平成１５年３月末 

評価損益 評価損益  

 平成15年３月末比 評価益 評価損  評価益 評価損 

満期保有目的 － △ 111 － － 111 147 35

その他有価証券 85,173  25,223 89,496 4,322 59,950 63,213 3,263

株式 69,563  39,038 69,685 122 30,525 32,048 1,523

債券 11,426 △ 14,784 14,263 2,837 26,210 26,640 430

 

 

その他  4,184  970 5,546 1,361 3,214 4,524 1,309

合計 85,173  25,111 89,496 4,322 60,062 63,361 3,298

  株式 69,563  39,038 69,685 122 30,525 32,048 1,523

  債券 11,426 △ 14,880 14,263 2,837 26,306 26,736 430

  その他 4,184  954 5,546 1,361 3,230 4,576 1,345

（注）「その他有価証券」については、連結貸借対照表価額と取得原価との差額を計上しております。 
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Ⅳ  業績予想 
【単体】                                                                                 （単位：百万円） 

中   間   期 通      期 

 
平成 16 年９月 

中 間 期 

（ 予 想 ） 

平成 15 年９月

中 間 期

（ 実 績 ）

増減率 

(％) 

平成 17 年３月期

（ 予 想 ）

平成 16年３月期 

（ 実 績 ） 

増減率 

(％) 

経常収益 36,500 37,229 △ 2.0 73,700 76,401 △ 3.5

経常利益 4,000 3,362 19.0 10,800 8,450 27.8

当期純利益 2,400 3,243 △ 26.0 6,400 6,045 5.9

業務純益 8,000 9,018 △ 11.3 18,200 17,143 6.2

 
【連結】                                                                                 （単位：百万円） 

中   間   期 通      期 

 
平成 16 年９月 

中 間 期 

（ 予 想 ） 

平成 15 年９月

中 間 期

（ 実 績 ）

増減率 

(％) 

平成 17 年３月期

（ 予 想 ）

平成 16年３月期 

（ 実 績 ） 

増減率 

(％) 

経常収益 42,800 43,465 △ 1.5 86,200 88,824 △ 3.0

経常利益 4,700 4,066 15.6 12,000 9,754 23.0

当期純利益 2,500 3,346 △ 25.3 6,500 6,278 3.5
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（ご参考） 

自己査定結果・金融再生法開示債権・リスク管理債権【単体】 

（単位：億円） 

自己査定結果 

対象：総与信 

金融再生法に基づく開示債権 

対象：総与信 

     ※要管理債権は貸出金のみ 

 リスク管理債権 

対象：貸出金 

分   類 

区    分 

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区    分 

与信残高 

担保・

保証に

よる 

保全額

引当額 保全率 

 

区  分 残 高

破綻先 

58 

<26> 

 

44 

 

 

13 

 

 

－ 

（2） 

－

（31）

破綻先 

債権 

55

<25>

実質破綻先 

113 

<55> 

 

85 

 

27 

 

－ 

（3） 

－

（57）

破産更生債権

及びこれらに

準ずる債権 

171 

<81> 

75 96

 

 

100.00% 

破綻懸念先 

440 

 

 

286 

 

73 

 

80 

（130） 

危険債権 

440 229 130

 

81.70% 

延滞債権
548

<492>

３カ月以上

延滞債権 4
要管理債権

 

365 178 73 68.72% 
貸出条件

緩和債権 361

要管理先 

 

558 

 

 

 

 

 

127 

 

 

430 

 

小  計 

977 

<887> 

482 299 80.06% 

 

合  計 969

<883>

要

注

意

先 要管理先 

以外の 

要注意先 

1,211 

 

 

 

504 

 

 

707 

 

正常先 

 

18,099 

 

 

 

18,099 

  

正常債権 

 

19,504 

 

合  計 

20,482 

<20,392> 

 

19,148 

 

1,253 

 

80 

(137) 

－

(89)

合  計 

20,482 

<20,392> 

 

 

（注）１ 単位未満は切り捨てて表示しております。 

２ 総与信：貸出金、支払承諾見返、外国為替、貸付有価証券、貸出金に準ずる仮払金・未収利息 

３  自己査定結果の分類額は引当後の計数で、（    ）内は分類額に対する引当額であります。 

４ 当行は部分直接償却は実施しておりませんが、実施した場合の計数を<   >内に記載しております。 

総与信に占める金融再

生法に基づく開示債権

（小計）の割合 

             4.77％ 

貸出金に占めるリスク

管理債権の割合 

            4.87％ 

（ご参考） 

部分直接償却を実施し

た場合の総与信に占め

る割合 

           < 4.35％> 

（ご参考） 

部分直接償却を実施

した場合の貸出金に

占める割合 

       < 4.45％> 


